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障害児支援の変遷 と今後の可能性について

一「連携」に視点をあてて一

鹿児島純心女子大学大学院   中  本寸 誠  :文

和文要旨

現在,障害児支援の制度や施策は, ライフステージを通して切れ目なく支援をつなぐ縦横連携

を目指し,保健・医療・教育 。福祉等すべての領域において 「連携」や 「協働」が必要不可欠と

なっている。木研究では,障害児支援の変遷を大きな制度 。施策改革の転換期として 3期に分け,

まず第1にその時期における「連携」をキーワー ドとした研究を概観 し,「連携」へのとらえ方の

変化や特徴を分析し,第2に今後の障害児支援における「連携」の可能性を考察することを目的と

した。「連携」をキーワー ドとした研究を概観 し,制度や施策の変化に伴い,「連携」の対象者が

拡大し変化してきていることがうかがえたGそ して,「連携」と「協働」を明確に区別し支援をし

ていくこと,「連携」をおこなっていく上での重要な存在としてのコーディネーターには,支援シ

ステムを見立て,マネージメントする能力が求められ,更に今後はオープンダイアローグの視点

が障害児支援における可能性を広げていくものとなるのではと示唆された。
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I 問題と目的

日本では, 日召和22(1947)年 に児童福祉法が

制定され,障害のある子どもに対する支援が位置
づけらオ
‐
してきた.そ の後,昭和24(1949)年 に

身体障害者福祉法,昭和25(1950)年 に精神衛

生法 (現在の精神保健福祉法),昭和35(1960)

年に知的障害者福祉法, といった障害種別に定め

られた法制度が成立 し,それぞれに拡充が図られ

てきた。そ ういった中で昭和45(1970)年 に障

害者福祉施策の基本 となる心身障害者対策基本法

が施行され,ノ ーマライゼーションの理念の社会

的な広が りを受け,平成5(1993)年 の改正で現

在の障害者基本法が制定された。この中で,障害

者 とは 「身体障害,知 的障害又は精神障害がある

ため,継続的に日常生活又は社会生活に相当な制

限を受ける者をい う (同 法第2条 )」 と定義され ,

精神障害が新たに含まれ,障害者福祉は, この障

害者基本法の理念に基づき行なわれてきた。

また,発達障害 (自 開症スペク トラム,学習障

害,注意欠如多動性障害,等)を対象 とした支援

を目的 とした法律がない中で平成16(2004)年

には発達障害者支援法が制定された。 しかし,1章
害種別 (身体障害・知的障害・精神障害及び発達

障害)に より福祉サービスの差があり,3障害サー

ビスの一元化,障害者 。障害児が地域で自立して
ノL活できるよう支援事業を充実するための法律と

して平成 18(2006)年 に障害者 自立支援法が制

定されたcそ の後の大きな転機 として,障害者 自

立支援法は,平成22(2010)年 に児童福祉法等

ともあわせて 一部改正 され,平成25(2013)年

に 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」 (以 下,障害者総合支援法 )

となった。

平成24(2012)年 に児童福祉法の一部改正も

あり,「障害者 自立支援法」へ と移行 していた障

害児福祉の部分が 「児童福祉法」へと戻され, ま

たその中で障害児及びその家族が,身近な地域で

必要な支援を受けられるように, これまで障害種

別に分かれていた障害児施設が,通所による支援

(障害児通所支援)と 入所による支援 (障害児入

所支援)のそれぞれに 一元化 し体系化されたcま
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た,未就学児対象の「児童発達支援」と学齢児対

象の 「放課後等デイサービス」に移行し,地域支

援を強化するため,新たに保育所等訪問支援や障

害児相口|(支援等が創設された。

いくつかの制度・施策の変遷を経て現在,ライ

フステージを通して切れ目なく支援をつなぐこと

を目指し,障害福祉サービスを利用するすべての

人, また障害児通所支援を利用するすべての児童

は「サービス等利用計画 。障害児支援利用計画」

の作成が義務付けられることとなった。このこと

から利用するサービスも含め,保健 。医療・教育・

福祉等すべての領域における連携・協働が必要不

可欠となっている。

そこで本研究では,まず障害児支援の変遷をお

こない,制度・施策の転換点として3期 に分け ,

施策の変更と障害児支援の「連携」をキーワー ド

とした研究を概観 し,「連携」へのとらえ方の変

化や特徴を分析しながら,今後の障害児支援の可

能性について検討することを目的とする。

Ⅱ 障害児支援の変遷

障害児支援の制度 。施策における転換期として ,

大きな制度・施策改革がおこなわれた 「児童福祉

法の制定」「障害者 自立支援法制定と児童福祉法

改正」「2012年 の児童福祉法改正 と障害者総合支

援法」の3期 に分け,それぞれの制度・施策につ

いて概観 し,ま た障害児の定義の変遷についても

整理 していきたい。

1.児童福祉法の制定

大正13(1924)年 に国際連盟総会において ,

児童の権利に関するジュネーブ宣言が採択された

ことを契機に児童福祉の歴史が始まったc

児童福祉法は,昭和22(1947)年 に戦後の困

窮する戦争孤児を保護・救済し保健衛生対策のた

めに,児童が心身ともに健やかに生まれると同時

に育成されるよう,保育,母子保護,障害児支援 ,

児童虐待防止対策を含むすべての児童の福祉・支

援を目的とする法律 として制定された。児童福祉

法の総則 (児 童福祉保障の原理)において,「す
べて国民は,児童が心身ともに健やかに生まれ ,

且つ,育成されるよう努めなければならない (第

1条第1項 )」 ,「すべて児童は,ひ としくその生活

を保障され,愛護 されなければならない (第 1条

第 2項 )」 ことが規定 されたGそ の後,昭 和 26

(1951)年に 「児童憲章」が制定 され , 日召和 34

(1959)年 に国連の児童権利宣言が採択 された。

また平成元 (1989)年 には,子 どもの基本的人

権を国際的に保障するために定められた 「児童の

権利に関する条約」が国連によつて採択され, 国

本は平成6(1994)年 によ比准 となった。 |:1本の児

童福祉は,海外の動向の影響を受けながら「児童

の権利保障」という理念の定着化を目指 し,児童

福祉の諸制度は広く了どもの最善の利益を保障す

る観点から充実が図られてきた。

児童福祉法制定時の児童福祉施設は,助産施設 ,

乳児院,母子寮,保育所,児童厚生施設,養護施

設 ,精神薄弱児施設,療育施設,教護院の9種別

であった。同法の制定時における障害児の定義は ,

「身体に障害のある児童又は知的障害のある児童

(満 18歳 に満たない者 )」 とされてお り,肢体不

自由児施設・盲ろうあ児施設や知的障害児施設等

の肢体不自由,視・聴党障害等の身体障害児や知

的障害児に対しての保護・指導の措置 として施設

が設置されることとなった。同法制定時からの障

害児支援の特徴 としては,身体障害児と知的障害

児を対象とし,施設施策が中心であったcしかし,

知的障害児,肢体不自由児の通園施設が制度化さ

れ,昭和42(1967)年 に同法改正により,重症

心身障害児を含む障害児の人所施設が制度として

位置づけられると,その後,障害児を養育する家

庭に対する在宅施策がより進められ,6歳未満の

未就学児の受け入れも含め,療育を中心に通園・

通所,1障害児保育の制度化も図られていったcま

た,障害児支援で求められる 「早期発見・早期療

育」を目的とし,児童福祉法制定の同年に障害や

発達の遅れを発見する役割を担 う乳幼児健康診査

が始まり, 日召和52(1977)年 に1歳 6ヵ 月健診制

度が始まった。障害のある子どもを見立て,支援

-18-



につなげていくことが今 日の課題にもなっている。

2 障害者自立支援法制定と児童福祉法改正

児童福祉法制定から児童を取 り巻 く環境の変化

に伴い,ニーズに合わせながら改正を繰 り返 して

きた.障害児支援の制度・施策の大きな転換点と
して,障害者福祉サービスの提供において行政は,

ノーマライゼーションの理念の実現を図るため ,

これまで行政がサービスの受け手を特定 し,障害

者サービスの内容を決定してきた 「措置制度」を

改め,平成15(2003)年 から障害者がサービス

を選択 し契約に基づいてサービスを利用する新た

な仕組みである 「支援費制度」が導入された。 し

かし,障害のある子どもについては,発展途上に

ある了̂ど もの障害の診断,保護者の障害受容など

の問題があり,ま た,被虐待児の場合の利用契約

の不適切性などが指摘されたため,障害のある子

どもの施設は対象から外れた (藤林,2014)と い

う状況があった。そ うした中で,障害者基本法の

理念に基づき,障害種別 (身体障害 。知的障害・

精神障害)に よる福祉サービスの ^元化や実施主

体の市町村への一元化,そ して年齢を超えた福祉

の一元化 として平成 18(2006)年 に障害者 自立

支援法が制定された。児童福祉法でも,平成 16

(2004)年 の発達障害者支援法が制定されたこと

により,障害児の定義が 「身体に障害のある児童 ,

知的障害のある児童又は精神に障害のある児童

(発達障害者支援法 (平成 16年法律第167号)第 2

条第2項に規定する発達障害児を含む。)」 と変更

となった。

障害者 白i支援法により障害児施設 (知的障害

児施設,知的障害児通園施設,盲ろうあ児施設 ,

肢体不自由児施設,重症心身障害児施設)は ,措

置から契約方式となったっまた,入所中で障害の

程度が重度である場合は,満 18歳 に達 した後の

延長利用が可能となり,重症心身障害児施設にお

いては,満 18歳 を超えていても,新たな施設利
用が可能となったcそ して,障害者自立支援法と

児童福祉法の改正で藤林 (2014)は ,『児童福祉

法に規定されていた児童福祉の うち,在宅福祉

障害児支援の変遷と今後の可能性について 中村誠文

(居宅生活支援)の部分のみが障害者 自立支援法

に移行した。具体的には,障害のある子どものホー

ムヘルブと短期人所 (シ ョー トステイ)は障害者

自立支援法の居宅介護や短期入所, 日中 ^時支援

と成人期の障害のある人の仕組みに合流 し,障害

のある子 どものみを対象とした事業として 「児童

デイサービス」が創設 され,介護給付に位置づけ

られた』と変更点について述べている。

障害者自立支援法では,支給決定の客観的な尺

度となる「障害程度区分」の導入が実施されたが ,

利用者負担について 「応益負担」方式 (利用 した

サービス量の1割負担)が導入 されたことで障害

の重い人ほど負担増になることや,受けられるサー

ビスの制限が生 じた為,制度上の課題を解決し,

いっそ うの推進を図るため障害者 自立支援法は ,

平成22(2010)年 に児童福祉法等ともあわせて

改正されたcこ れまでとの変更点として,発達障

害が同法対象となることを明確化 し,「応益負担」

から「応能負担」 (所得に応 じた負担)を原則 と

する利用者負担の見直し,相談支援体制の強化 ,

障害児支援の充実 。強化などが図られてきたcそ

の一方で,平成21(2009)年 には,「障害者 自立

支援法」の廃上が決ま り,「障がい者制度改革推

進本部」等における検討を踏まえて,障害保健福

祉施策を見直すまでの間において,障害児 。者の

地域生活を支援するため障害者 自立支援法が改正

され拡充が図られた。

また , 障害児支援 の施策 につい て平成 20

(2008)年 に厚生労働省によって開催 された 「障

害児支援の見直しに関する検討会」で,障害児支

援の基本理念として4つの視点が挙げられている.

4つの視点は,「 f― どもの将来の自立に向けた発

達支援」「子 どものライフステージに応 じた一貫

した支援」「家族を含めた トータルな支援」「でき

るだけ子ども 。家族にとって身近な地域における

支援」であり,障害児やその家族が地域で切れ 日

のない支援や個々のサービスの質の更なる確保 と

支援の縦横連携を目指 し、今後のあり方が示され

今 日の指針 となっている。
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3.2012年の児童福祉法改正と障害者総合支援法

障害児を対象とした施設 。事業は,施設入所等

は児童福祉法,児童デイサービス等の事業関係は

障害者自立支援法で実施されてきたが,平成24

(2012)年の児童福祉法の改正にともない,障害

児施設 。事業の一元化に伴い障害者自立支援法ヘ

と制度変更されていた 「児童デイサービス」が児

童福祉法へ再度変更され,名称も「児童発達支援

センター」と「児童発達支援事業」となった。児

童福祉法をもとに身近な地域での支援を目指し,

これまでの通所サービスに「児童デイサービス」

を加え「障害児通所支援」として,入所サービス

が 「障害児入所支援」として体系が再編された。

そして,学齢児対象の 「放課後等デイサービス」,
「保育所等訪問支援」が新たに創設された。

平成25(2013)年 には,障害者自立支援法か

ら障害者総合支援法に名称が変更された。障害者

総合支援法では,「障害程度区分」から「障害支

援区分」と名称を改め,認定調査項目や各項目の

判断基準等の見直しがおこなわれた。そして,支

給決定のプロセスの変更もあり,障害児通所支援

を利用する保護者 。児童は,障害支援区分の認定

中請を市町村におこない,「障害児支援利用計画」

の作成を経て支給決定を受け,利用する施設と契

約を結びサービス利用というプロセスとなった。

また,障害児入所支援を利用する場合は,児童相

談所に申請をおこなうこととなった。なお,「重

症心身障害児 (者 )通園事業」が「児童発達支援」

として法定化されたことにともない,18歳以上

の障害者が引き続き利用するためには,新たに支

給決定を受けることが必要となる, という変更も

みられ,た .

制度の谷間を埋めるために障害児については児

童福祉法を根拠法に整理し直すとともに,障害者

総合支援法により障害者の対象範囲に難病が追加

された。それにともない児童福祉法での障害児の

定義も,「身体に障害のある児童,知的障害のあ

る児童,精神に障害のある児童 (発達障害者支援

法 (平成16年法律第167号)第2条第2項に規定す

る発達障害児を含む。)又は治療方法が確立して

いない疾病その他の特殊の疾病であって障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律 (平成17年法律第123号)第 4条第1項の政令

で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働

大臣が定める程度である児童」と変更となった。

難病等の対象範囲については,当初130疾病であっ

たが,平成27(2015)年 7月 からは332疾病が対

象となり,拡充が図られてきている。

近年,障害者基本法の改正,障害者総合支援法

の施行という流れもあって,平成24(2012)年 1

月に我が国は「障害者の権利に関する条約」に締

結し,障害者の人権や基本的自由,尊厳の尊重の

促進を日指し,権利の実現に向けた取り組みがよ

リー層強化されたcま た,障害者の権利及び利益

の養護を目的として同年 10月 に障害者虐待防止

法が,平成28(2016)年 に障害を理由とする差

別の解消を推進することを目的として障害者差別

解消法が施行され,障害者を取り巻く環境の整備

がより ´層進められ図られてきている現状がある.
子育て支援制度においても障害児の受け入れが

進められてきており,平成27(2015)年 から子

ども。子育て支援法が施行され,障害児の支援に

つながる取り組みの制度化に関する事項も含まれ ,

様々な制度において障害児支援の拡充が図られて

きている.

Ⅲ 研究方法

研究方法については,「障害児」「連携」をキー

ワー ドとし,文献を選定したっ文献は,保健・教

育・福祉 。医療・心理・保育領域で障害児支援に

おける事例をもとに 「連携」の必要性について述

べ られているものと,「連携」アプローチの方法

論による研究, と大きく二つに分けられていた。

本研究では,先にあげた障害児支援の変遷におけ

る転換点をもとに,「連携」をキーワー ドとした

研究に視点をあて,障害児支援における「連携」
へのとらえ方を概観 し分析 。検討 していくことと

した。「連携」を考えていく際,磁 携」と「協働」
が混在 した中での研究も多数あり,それぞれの定
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義も各論者によって異なるという現状がある。そ

こで本研究では 「連携」の定義として, 中村ら

(2012)の 「異なる専門職・機関・分野に属する

二者以上の援助者 (専門職や非専門的な援助者を

含む)が ,共通の目的・目標を達成するために ,

連絡・調整等をおこない協力関係を通じて協働し

ていくための手段・方法である」と捉え研究をみ

ていくこととした。文献を収集するにあたり各領

域の書籍,学会誌論文を調べ,CiNIAericles
(国立情報学研究)も活用した。

Ⅳ 障害児支援の「連携」に関する研究の概観

「連携」に関する研究は,ア メリカで1950年

代後半から60年代前半での精神医療において入

院治療から地域への移行が始まり脱施設化の施策

の影響が大きいとされ,その流れの中で日本では,

1970年代から社会福祉分野 。精神保健福祉分野

で「連携」といった言葉が用いられた論文が発表

されるようになった。

児童福祉法制定の時期においては,「連携」に

関する研究がみあたらないことから,障害児支援
において 「連携」という言葉が用いられるように

なった時期を始まりとして,障害児支援の制度 。

施策の転換期を3期 に分け概観 し,「連携」のと

らえ方や特徴をみていくこととした.

1.障害児支援で「連携」が用いられ始めた時期

障害児支援においては,1980年代から「連携」

の言葉が用いられた研究がみられるっこれまで官

公庁間の施策や行政機関で 「連携」とい う言葉が

用い られてきていたが, 1980年代から精神医療

領域で 「連携」や 「連絡」と訳されることの多い

フランス語の リエゾン (haison)と い う言葉が

用いられ,(也領域 。職種間での 「連携」への意識

が高まったという流れがある。

福島 。加藤 (1981)は , |~重複障害児の早期発

見 。早期療育は、地域保健所の協力のもとに各種

治療 _L(PT,OT、 ST,サ イコロジス ト,治療
教育士など)も 参画するような多角的アプローチ

障害児支援の変遷と今後の可能性について 中村誠文

が不可欠である」と,地域保健所との連携による

重複障害児の超 甲̂期発見と療育システムの確立に

ついて述べているcま た,1司 氏 ら (1982)は ,

重複障害児の超早期発見を目指 し,乳健受診児の

母親全員にアンケー ト用紙を配布・回収 し,アセ

スメン トとして活用 し地域保健所との連携につい

ても述べている。岩崎 (1985)は ,障害児・者
のケアに関する旭川市の地域資源・システムの現

状報告と連携の必要性について述べている。教育

領域においてもいくつかの 「連携」に関する研究

があった。教育領域においては,明治11(1878)

年に京都聾唖院が設立され, 日本の盲・聾教育が

始まり,それが特別支援教育の始まりともいわれ

てお り,障害児教育の歴史から障害児教育 。支援

に関する研究はこれまで多数ある。船木 (1985)

は,面接調査を通 して事例研究をおこない,特殊

学級担任 と通常学級担任の連携の必要性について

述べているcま た,谷 ら (1985)は ,教育と医
療との連携についてのシンポジウムから教育と医

療の連携の難 しさやシステム化を図っていくこと,

職種間での相互調整の必要性等が述べられていた

ことをまとめている。

障害児支援の研究で 「連携」が用いられ始めた

時期における特徴 として,1章害児の早期発見・早

期療育を目指 した公的機関との連携や教育と医療

における連携の必要性が述べられてお り,医療と

教育領域からの 「連携」が必要であるという報告

が中心であった.

2 障害者自立支援法制定と児童福祉法改正の時期
1990年代に入 り,「連携」の定義に関する研究

がみ られ′るよ うにな り, 1980年 代か らす ると

「連携」をキーワー ドとした内容の研究が多くみ

られる。 さらに平成5(1993)年 の公衆衛生審議

会意見書で社会復帰対策 。地域精神保健対策とし

て 「医療・福祉・行政機関が連携体制を強化する

こと」が課題 として明示され,多職種が関わる機

会が増えた。それに伴い 「連携」とい う言葉が多

く用いられ,各領域から障害児支援に関する「連

携」の論文が発表されている.特に教育・保育・
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保健領域での研究が多くみられる()

また,平成 16(2004)年 に発達障害者支援法
が制定されると,各領域や様々な専門職から発達

障害を対象とした 「連携」に関する研究が増えて

いる。以下で概観する発達障害者支援法制定と施

行年の発達障害児に関する 「連携」をキーワー ド

とした研究は,「発達障害児に対する専門医師と

施設 。他職種間の連携について」 (稲垣・堀口 。

加我,2004),「 発達障害児に対する社会的支援サー

ビスの利用状況について」 (堀 口・稲垣・加我 ,

2004),「特別支援教育 と軽度発達障害における

連携について」 (山 下.2004),「小学校入学時に

おける軽度発達障害児とその保護者へのサポー ト

か ら学校・保護者・地域社会資源連携の検討」

(小泉 。中山,2004),「 軽度発達障害児支援にお

ける小学校 と関連機関の連携について」 (関根 ,

2004),「軽度発達障害児への援助 と対応におけ

る医療 と学校保健の連携のあり方」 (杉江,2004),

「関連機関との連携を通 した軽度発達障害児への

支援の試み」 (飯島・君市・佐藤 ら,2005)等 と

発達障害児の支援 として医療 。福祉・教育におい

て社会資源である関係機関とどう連携をとってい

くのかという研究が多くみられた。

そ して,児童福祉法改正 と平成 18(2006)年

に障害者自立支援法が制定され,そ の時期の障害

児支援における「連携」をキーワー ドとした研究を

概観 していきたい。「臨床心理士との連携を通 した

発達障害児への支援 。指導」 (高木 。田原,2006),

「発達障害児をかかえる母親への臨床心理学的援

助」 (玉木,2006),「個別の指導計画の作成と実践を

とお しての校内の連携 。支援体制づくりを目指す

コーディネーターの役割」 (佐藤 。人幡,2006),
「特別支援教育における就学支援のあり方を教育

と医療の連携 という視点で」 (茶谷・西田 。中川 。

金森,2007),「 軽度発達障害者への重要な他者 と

の関係の形成による支援と特別支援を行 う機関と

の連携」 (浦崎,2007),「通常学級に在籍する発

達障害児に対する言語聴覚士とことばの教室教諭

との連携 した取 り組み と今後の課題」 (松岡・奥

村・服部,2007),「 発達障害児とその家族への福

祉的包括支援を各社会資源間での連携システム構

築から」 (田 中,2007),「 小児在宅ケアの継続期

を支える地域看護と関連機関との連携」 (豊田・

梶原,2007),「通常学級に在籍する発達障害児の

他害的行動に対する個別的支援と校内支援体制の

構築に関する検討」 (大久保・福永・井上,2007),

「広汎性発達障害児が通園する幼稚園と言語聴覚

士との連携の在り方」 (瀧元 。長嶋・坂崎,2007),

等と各領域や専門職からテーマは多岐に渡ってい

たぃ また,平成20(2008)年 に厚生労 1重な省の
「障害児支援の見直しに関する検討会」で,「子ど

もの将来の自立に向けた発達支援」「子どものラ

イフステージに応じた一貫した支援」「家族を含

めた トータルな支援」「できるだけ子ども 。家族

にとって身近な地域における支援」の4つの視点

があげられ, さらに「連携」をキーワー ドとした

研究が多数 (大谷ら,2008;竹内.2008;酒井ら,

2008:吉 岡 ,2008,2009;谷 川 ら,2009;酒 井 ,

2009等 )展開されていた。
この時期の「連携」をキーワー ドとした研究の

特徴としては,発達障害児への支援に関する研究

が多く,発達障害児本人と同時に家族 (保護者)
への支援や家族と連携をおこなった研究の報告が

多数みられたりさらに多領域・多専門職がそれぞ

れの視点から現場での事例をもとにした報告や

「連携」アプローチの方策から「連携」の重要性

が述べられている。また,個別支援計画の策定が

平成19(2007)年 の学校教育法改正に伴い義務

化されたこともあり,連携や支援体制作り,障害

児支援のシステム構築にも言及している研究がみ

らオ
´
した。

3 2012年 の児童福祉法改正と障害者総合支援法

の時期

平成24(2012)年 の児童福祉法改正から平成
25(2013)年の障害者総合支援法施行における ,

「連携」をキーワー ドとした研究を概観 していき

たいc「連携で取 り組む障害児保育の実践」 (瀧本 ,

2012),「在宅重症児への地域医療連携について」

(冨 田 。小沢 ,2012),「 小児の発達障害の評価 と
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支援に視能訓練士と言語聴覚上の連携が必要であっ

た症例について」 (星原 ら,2013),「 特別支援教

育における関係機関との連携の効果 と問題点」

(占岡,2013)「 過疎地域における幼稚園・保育所

と特別支援学校 との連携の実晴と課題」 (牧野ら,

2013)等 , とこれまでと同様に多領域で,それ

ぞれの専門職から実践例や調査を通 して 「連携」

の実情や困難さの報告が行われていた。 しかし,

ヒ記に示 した研究以外にも「連携」に触れ,「連

携」の重要性について述べられている研究は多い

ものの 「連携」を中心においた研究は少なかった。

また以前は,特に障害児支援においては,支援者
と保護者,支援者同士で方針や支援を策定 。実施

してきていたが,障害福祉サービス・障害児通所

支援の利用において 「サービス等利用計画 。障害

児支援利用計画」の作成が義務付けられたことに

より,障害児本人や保護者が会議に参加をしてい

くことにもつなが り,そ ういった研究報告がみら

れたことも大きな特徴であり変化の一つでもあっ

た。

国の施策 として平成24(2014)年 4月 から平成
27(2015)年 3月 までに今ての障害児 。者に「サー

ビス等利用計画・障害児支援利用計画」を作成 し,

支給決定を行っていくこととな り,多職種 との
「連携」や関わ りが必須 となったcそ こでこの期

間の 「連携」をキーワー ドとした研究としては ,

「学校における行動問題を示す発達障害児の指導・

支援 に関す る連携方法の現状 と課題」 (岡 本 ,

2014),「視党障害児童生徒の歩行指導における

教員の連携」 (芝 田ら,2014),「重症心身障がい

児 (者)病棟における看護職 と介護職 との連携」

(澤 田ら,2014),「特別支援教育における教師 と

保護者の連携劃 (柳澤,2014),「情緒障害児短期

治療施設における他職種チーム連携の実際」 (山

崎・塩山,2015),等がみられた。この移行期間
の特徴 として,各領域・専門職から「連携」の実

践報告がなされてお り,多職種間に視点をあてた

研究がみられた。

障害児支援の変遷と今後の可能性について 中村誠文

V 考察

障害児支援の変遷を大きな制度・施策改革の転

換期を3期 に分け,整理 しながらその時期におけ

る「連携」へのとらえ方の変化や特徴を分析し,

今後の障害児支援における 「連携」の可能性を考

察するc

1.「連携」へのとらえ方の変化と特徴

まず,障害児支援で 「連携」が用いられ始めた

時期の研究は,障害児の早期発見・早期療育を目

指した公的機関との連携と特別支援教育において

医療との連携の必要性が中心に報告されていた.

その後,1990年代に入り,「連携」をキーワー ド

とした研究が増え,障害者自立支援法制定と児童

福祉法改正 (2006)の 時期には,特に発達障害
児への支援を中心に各領域や様々な専門職から実

践報告や調査研究が行われ,障害児本人と同時に

家族 (保護者)への支援や家族 (保護者)と 「連

携」をおこなったという研究の報告が多数みられ

た。そして,個別支援計画の策定が義務化された

ことから「連携」に向けた新たな支援システム・

ネットワーク構築に関しての研究もみられ,“個

とシステム"を対象とし,「連携」におけるマネー

ジメントという視点も新たな変化としてみられた。

最後に児童福祉法改正 (2012)か ら障害者総合

支援法施行の時期は,「連携」の重要性について

述べられている研究は多いものの「連携」を中心

においた研究は少ないという特徴があった.それ

と同時に「サービス等利用計画・障害児支援利用

計画」の作成が必須となったことから,多職種間

に視点をあてた研究がいくつかみられたc

制度・施策の転換期から「連携」をキーワー ド

とした研究を概観すると,制度 。施策の変化に合

わせて「連携」をキーワー ドとした研究も変化を

してきたことがいえる。制度・施策から多領域・

多職種に広がりをみせ,障害児のみではなくその

家族への支援と家族との連携,同機関内の連携の

みではなく関係機関や多職種との連携,各支援機
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関の専門職と当事者 。家族が共に今後の支援計画

を話し合っていくという支援システムの変化とと

もに「連携」の対象者が拡大し変化してきている

ことがいえる。

2 障害者支援における「連携」の可能性
「連携」をキーワー ドとした研究において ,

「連携」の定義には触れず,「連携」について述ベ

られている研究が多数であった。「連携」の定義

は,各論者により異なっていることや洋文献では,
「連携」を示す際に,“hnkage'' “coordination"

“c00peratiOn"“ collaboration"な どの用語が明

確に区別なく用いられてお り, 日本においても

「連携」と「協働」が混在し用いられてきたとい

う影響もあって,明確に区別がなされていない研

究もみられた (中村ら,2012)。 本稿では,筆者

ら (2012)に より示された定義をもとに「連携」

を「共通の目的 。日標を達成するために,連絡・

口
「日整等をおこない協力関係を通じて協働していく

為の手段的方法」とし,「協働」を「共通の目的・

日1票を達成するために,連携をおこない活動を計

画・実行する協力行為である」と明確に区別をす

る。障害児やその家族が地域で切れ日のない支援 ,

そして縦横連携を目指 していくには 「連携」と

「協働」を明確に区別し,支援者が支援をおこな

う際にその違いを意識して支援をしていくことが

重要である。意識しておこなうことで,本人や家

族,関係機関の支援者が必要とする支援,ニーズ

に合わせた支援が提供できるのではないかと考え

る。

現在,1章害児支援においての制度・施策からも

「連携」が必須であり,「連携」を行わなければ支

援が難しいというシステムとなっている。障害児

のみではなくその家族との連携,同機関内の連携

のみではなく関係機関や多職種との連携, と対象

者が広範囲にわたっていることから「連携」の難

しさがあるc広がりをみせたネットワークの中で

連続 した 「連携」をおこなっていくには,「人と

人をつなぐコーディネーターが必要である (田村 ,

2008)」 というように, コーディネーターの存在

が重要となってくるЭ現在,そ の役割を担ってい

るのが福祉サービスを活用する際に利用計画を作

成している,「相談支援専門員」である。コーディ

ネーターには,支援システムを見立て,マネージ

メントする能力が求められているといえる。そう

いったスキルを持つコーディネーターを養成して

いくことも障害児支援の可能性を広げていくこと

にもつながるのではないかと考える。

そして,「サービス等利用計画」導入に伴い ,

当事者や家族がケース会議に参加し,今後の目標

や支援について考え話し合うという変化もみられ

る。これは,近年話題となっている,オープンダ

イアローグ (Open dialogue)の 思想ともつながっ

ており,当事者や家族,それを支援している人々

とミーティングを通して「対話」をおこなってい

くことが,障害児支援における 「連携」そして
「協働」へとつながり, よりよい支援となって形

として現れていくのではないかと考える.
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Review on Changes in Support of Children with Disorders and its Possibilities : Focusing

on the Notion of "Cooperation"

NAKAMURA Masafumi

In systems and policies of supporting children with disorders, it is now said to be

necessary for all the realms such as public health, medicine, education, welfare to "cooperate"

and./or "collaborate" among themselves. This study therefore first reviewed studies on support

of children with disorders from the perspective of "cooperation" during each of the three

periods the author has divided. The review made clear that the objects of the cooperation have

expanded with more variety and complexity. The study then suggested that the coordinator

would be required to evaluate the support system and manage it effectively. It also suggested

the possibility of the view of "open dialogue"

KeyWords : Support of children with disorder, changes, cooperation

-26-


